ＣＣＤ（民事検閲局）からＣＩＡへ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　山本武利（早稲田大学）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２０１０・３・１２
１、ＦＢＩＳ（連邦海外ラジオ傍受・分析局）とは
　　　　　　　　　戦前　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　戦後
管轄　　　　　ＦＣＣ（連邦通信委員会）　　　　　　　　　　ＭＩＳ→ＣＩＧ→ＣＩＡ
名称　Foreign Broadcast Intelligence Service　　Foreign Broadcast Information Service
２、日本への進出（ＲＧ３３１　Ｂｏｘ８５４０）
●　１９４６・８・５　ワシントンＣＩＧからＦＢＩＳ局長への指示　　Kauai(ハワイ)かガァムから6人の専門家の派遣計画
●　１９４６・９・２７　ＦＢＩＳ日本支局主任　Behrstock , Parrishが CCD部長Ｐutnam, Collins大佐に会う。九州、フィリッピンでの傍受局建設計画を伝える。放送会館を訪問し、検閲や放送の現場を見学
●　１９４６・１０・４　ＣＩＳ，Ｇ－２からワシントンＧ－２へのＦＢＩＳに関するリポート
ＣＩＳにとって、ＦＢＩＳリポートは新しいニュース、情報、発信地の雰囲気を伝えるのでかけがえない。また発信者のプロパガンダのゆがみを調整した内容となっている。九州への傍受局新設はハワイ親局への伝達を早めるだろう。
●　１９４６・１１・２４
１１・２２にウィロビー准将とBehrstockの面会。ＦＢＩＳ所長と親しく、Ｇ－２で戦中にハワイで傍受施設設立の経験のあるＣＣＤのBlake中佐をＦＢＩＳとの渉外係に任命すりように要請。また米軍の施設、人員の支援と共同、時事、ＮＨＫの原稿をＦＢＩSに流すような取り計らいを依頼。
· １９４６．１２．２１　J.J.Cメモ
「CCO(CCD部長)殿
１　CIS局長の承認を得て、PPB部門は共同通信ビルにいるジュリアン・ベールストック氏を所長とするFBIS東京事務所に次の情報一式を提供する約束をした。
　a  ８時から１７時にJOAKからPPB第１区の放送係に提出される全てのニュースの日本語のコピー１部
　b  １７時から２２時にJOAKからPPB第１区の放送係に提出される全てのニュースの日本語と英語のコピー１部
  c  JOAKからPPB第１区の放送係に提出される農事、子供といったニュース解説や特別番組全ての日本語のコピー１部
　d　共同通信の国内向け英語サービスの英語のコピー１部
　e  時事通信の国内向け英語サービスの英語のコピー１部
２、共同通信の国内向け英語サービスは共同通信が発信したもののコピーのみでよく、外国（非日本）のソースから発信されたものは不要である。
３、時事通信の国内向け英語サービスは時事通信が発信したもののコピーのみでよく、外国（非日本）のソースから発信されたものは不要である。
４、FBISは日本のプレスやラジオが実際に送稿したニュースだけに関心を持つ。したがってFBISは検閲を受けた１項にかかわる情報のみを受理する。
５、ベールストック氏はFBISには検閲行為の証拠とか報道の仕方といったことには関心を持たないと述べた。」
●　１９４６・１２・２６　ブレーク中佐からＣＩＳ局長ブラットン大佐へのメモ
　ＣＩＳはＦＢＩＳにとくに関心、関係はないが、ＣＩＳの特殊インテリジェンス部がその関係を維持している。
●　１９４７・７・２１　　ＰＰＢ（プレス・映画・放送課）活動日報
　「FBIB主任のジュリアン・ベールストック氏が通信係を通じてワシントンのCentral Intelligence Agencyのシガート（？）という准将の表敬訪問の許可を要請してきた」。
ウィロビー准将にその要請を伝える。
· １９４９・９・２２　SpauldingＰＰＢ部長のメモ
事務所は当初は放送会館にいたが、１９４６年末に市政会館内の共同通信にいたＡＦＰ支局が立ち退いた部屋に移動。ＰＰＢの部屋に隣接。「ＣＣＤとＦＢＩＳの工作上の関係ではＣＣＤ側が(a)ＮＨＫの原稿(b)共同・時事の英語ニュースサービスを提供してきた。このニュースサービスは1948年７月に事前検閲が終了するまで続いた。その後は、その発行者から直接入手していると思われる。ＣＣＤはラジオ原稿を今もＦＢＩSに提供中である。」
３、ＣＣＤはＦＢＩＳをＣＩＡの機関として認識して受け入れたのか
　〇　ＣＩＧからＣＩＡ設立への時系列が資料の日付に正確に反映されている。戦中のＯＳＳ（戦略諜報局）の系譜の傍受機関であることをＣＣＤ幹部は十分に認識していた。
　〇　ＣＣＤの幹部がＦＢＩSの主任に直接面会し、その要請を飲んでいる。
　〇　Central Intelligence Agencyという用語がＧＨＱ文書に出た唯一の事例が1947年７月２１日のＰＰＢの活動報告である。
　〇　マッカーサーの私兵インテリジェンス機関であるＧＨＱ／Ｇ－２傘下のＣＣＤはワシントンの陸軍インテリジェンス機関ＭＩＳやＣＩＡに自己主張できる力や権限を持たなかった。
　〇　ウィロビーもＣＩＡ嫌いのマッカーサーの了解を得て、ＦＢＩＳを渋々受けいれていた。ウィロビーは１９４８年９月のCCDの予算削減を求めるGHQ内部の聴聞会で、CCDの任務を代行できる「他の機関」があるのではないかとのＣＩＡの浸透をほのめかす質問に対し、「あなたがそれを生れたばかりのCIAと指すのであれば不可能である。なぜならそれとGHQの関係がはっきりしないし、日本に来たばかりであるからだ」と答え、CIAが小規模ながら活動を開始しているが、GHQの管理下にないその存在が面白くないことを示唆している。それがＦＢＩＳであったかどうかは分からないが、彼はすでに何回かその主任に接触していた。CCD, Hearing for Civil Censorship Det.0900,1948.9.21, RG331 Box8538,Folder1

　〇　インテリジェンス・プロパガンダ感覚に鋭敏なマッカーサーは敵国インテリジェンスの塊りである海外ラジオの傍受の必要性を認識していた。
４、ＦＢＩＳのＣＩＡの機関としての正統性
　〇　ＦＢＩＳのラジオ情報提供、ＧＨＱ施設の利用、人員の協力は希望通りに実現している。
　〇　独自のＦＢＩSのアジア傍受ネットワークを構築するために、日本浸透を図った。
　〇　正力松太郎のマイクロウェーブ、緒方竹虎の日本版ＣＩＡの構想はいずれも情報、インテリジェンス、プロパガンダ戦略からＣＩＡ戦略に乗っている。ＦＢＩSはＣＩＡ浸透の露払いの役割を演じていた。
　〇　ＣＩＡ文書にある辰巳栄一、有末精三、服部卓四郎ら旧軍人の関与はＣＩＡ自身でなく、ウィロビーへの個人的な協力関係の域を出ず、ＣＩＡにとっては私兵将軍ウィロビーの一匹狼的な私兵にすぎなかった。
　〇　ＦＢＩＳは正統のＣＩＡ機関であった。
　〇　ＣＣＤが廃止となった１９４９年１１月以降はＣＩＥ（民間情報教育局）を通じ、占領期はＮＨＫニュースの原稿を自由に、無料に入手できた。
　〇　独立前後からＦＢＩＳは地味な存在となり、その他のＣＩＡ部門が日本で暗躍し始めるが、その土壌を培養したことはたしか。しかしOpen Source Intelligence(OSINT)の中心であるラジオ傍受活動は現在まで続いている。
５、日本のメディアにその存在が知られなかったＦＢＩS 

　〇　ＣＣＤは検閲機関としてメディア関係者には知られていたが、一般国民には隠された機関であった。しかし検閲の存在は半公然であったので、ＣＣＤはその方面に鋭敏な国民には知られていた。
　〇　ＦＢＩＳはメディアにも知られない機関であった。
　〇　ＮＨＫの渉外係は少なくとも知っていたと思われるが、その幹部でさえ検閲以外にインテリジェンスとして活用されていることは知らなかった。したがってＮＨＫその他のメディアの社史類のまったくＦＢＩＳは出てこない。
　〇　ＦＢＩＳにその情報価値を重視されたＮＨＫは、完全にＧＨＱ・ＣＣＤのブラックメディアであり、ＣＩＥに調教されるホワイトメディアもあったため、ＣＣＤはＮＨＫの顧慮することなく、占領期を通じて提供し続けていたと思われる。
　〇　共同、時事の情報はＣＣＤ廃止後は営業ベースで購入していたかもしれない。
　〇　ラジオプレス社のＧＨＱ資料にも見当たらない。同社の原稿は共同など通信社の範疇の営利企業としてＣＣＤに検閲されていた。そのためＦＢＩＳは同社を傍受機関ないし競合機関として認識していなかった。
６、ＦＢＩＳの日本メディア観
〇　日本メディアは冷戦の最前線にいたため、アメリカのインテリジェンス・ソースとして重宝がられた。アメリカは日本の左翼運動や引揚者から社会主義国のインテリジェンスを入手しようとしていた。
〇　旧敵国の右翼・軍部勢力のメディアでの台頭は１９４６年後半の上陸時にはないもの想定し、そのインテリジェンス獲得には熱心でなかった。
〇　ラジオプレスはじめアジア情報に日本メディアは強かったので、その首根っこを検閲で抑えるＣＣＤへの接近を図った。
〇　日本メディアの言論、ジャーナリズム機能は軽視されていた。
以上の史実と論点の要約
　　「占領と検閲」連載第３回「検閲による放送統制とインテリジェンス」『占領期雑誌資料大系』（文学編、第３巻、２０１０年３月３０日、岩波書店近刊）所収。
